
一----- 平成 30年度公立刈田綜合病院経営状況

資
金
不
足
比
率
は
、「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」
に
基
づ
き
、
公
営
企

業
に
お
い
て
公
表
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
財
政
指
標
で
、こ
れ
が
経
営
健
全
化
基
準
以
上
と

な
っ
た
場
合
に
は
、経
営
健
全
化
計
画
の
策
定
な
ど
の
行
財
政
上
の
措
置
が
講
ぜ
ら
れ
ま
す
。

算
定
基
礎
数
値
で
あ
る
、
平
成

30
年
度
の
流
動
負
債
額
は

10
億

l
,5
0
7
万

9
千
円
、
流
動

資
産
額
は

10億
4
,
6
6
2
万
8
千
円
で
、
流
動
資
産
の
額
が
流
動
負
債
の
額
を
上
回
っ
て
お
り

資
金
不
足
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

（
資
金
不
足
比
率
の
公
表
に
つ
い
て
）

、-

平
成

30
年
度
は
、循
環
器
科
医
師
が

1
名
増
加
し

3
名
体
制
と
な
り
、
心
臓
カ
テ
ー
テ
ル
検
査

や
手
術
等
の
実
施
体
制
が
強
化
さ
れ
、
ま
た
、
こ
れ
ま
で
常
勤
医
師
が
い
な
か
っ
た
耳
鼻
咽
喉
科

に
、
1
名
の
常
勤
医
師
が
採
用
と
な
り
、医
療
提
供
体
制
の
更
な
る
充
実
が
図
ら
れ
ま
し
た
。

事
業
運
営
に
関
し
ま
し
て
は
、
平
成

28
年
度
に
策
定
し
た
公
立
刈
田
綜
合
病
院
新
改
革
プ
ラ

ン
に
基
づ
き
、
「救
急
機
能
」「
回
復
期
機
能
」
「健
診
事
業
」「
透
析
医
療
」
の
4
つ
の
役
割
を
軸
に

し
た
医
療
の
提
供
を
行
う
と
と
も
に
、
診
療
収
入
の
確
保
並
び
に
経
費
削
減
に
よ
る
経
営
効
率

化
の
た
め
、
病
院
長
を
中
心
に
職
員
全
員
が
経
営
改
善
活
動
推
進
に
向
け
た
取
組
を
行
い
ま
し

た
。医

療
機
器
等
の
整
備
で
は
当
院
独
自
の
医
療
機
器
購
入
基
準
に
基
づ
き
、
デ
ジ
タ
ル

X
線
画

像
処
理
装
置
、
眼
科
用
手
術
顆
微
鏡
、
超
音
波
診
断
装
置
を
近
代
化
の
た
め
に
更
新
す
る
な
ど
、

住
民
の
皆
様
へ
充
分
な
医
療
の
提
供
が
で
き
る
環
境
を
整
え
ま
し
た
。

ま
た
、
病
院
の
運
営
状
況
に
つ
き
ま
し
て
、
患
者
数
は
平
成

29
年
度
と
比
較
し
て
、
延
べ
数

で
、
入
院
が

3
,
1
8
0
人
減
少
し

6
5
,
3
4
8
人
（
う
ち
、
地
域
包
括
ケ
ア
病
棟
は

9
,
9
9
7

人
（延
べ
人
数
に
占
め
る
割
合
は

15
.
3
%
）、
回
復
期
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ

ョ
ン
病
棟
は

1
0
,

2
8
2
人
（同
15
.
7
%
）)
、
外
来
が

1
,
7
5
5
人
減
少
し
て

1
2
7
,
1
7
9
人
と
な
り
ま
し

た
。
前
述
の
新
改
革
プ
ラ
ン
に
掲
げ
る
目
標
患
者
数
に
対
す
る
達
成
率
は
、
入
院
で

89
.
6
%
、

外
来
で

97
.
5
％
と
な
り
、外
来
で
は

95
％
以
上
を
確
保
し
た
も
の
の
、
入
院
に
つ
い
て
は

9
0
%

以
上
を
確
保
で
き
ま
せ
ん
で
し
た
。

収
支
状
況
に
つ
き

ま
し
て
は
、
入
院
収
益
が

3
,
2
6
7
万
円
の
減
収
、
外
来
収
益
が

8
6
0
万
円
の
増
収
と
な
り
、
病
院
事
業
収
益
総
額
で
は
、
50
億

5
,
5
6
1
万
円
と
な
り
ま
し

た
。

一
方
、
病
院
事
業
費
用
総
額
は

55
億

9
,
6
1
7
万

6
千
円
と
な
り
、
結
果
、
本
年
度
の
収

支
差
引
は
、

5
億

4
,0
5
6
万

6
千
円
の
純
損
失
と
な
り
、現
金
支
出
を
伴
わ
な
い
減
価
償
却

費
、資
産
減
耗
費
、長
期
前
受
金
戻
入
及
び
特
別
損
益
等
を
除
い
た
実
質
的
な
現
金
収
支
で
は
、

1
億

3
,
8
7
3
万
l
千
円
の
赤
字
と
な
り
ま
し
た
。

依
然
と
し
て
病
院
経
営
は
厳
し
い
状
況
が
続
い
て
お
り
ま
す
。
今
後
と
も
、
住
民
の
皆
様
が

安
心
し
て
医
療
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
診
療
機
能
を
充
実
さ
せ
る
と
共
に
、職
員
の
資
質
向
上
を

図
り
、
よ
り

一
層
収
入
の
確
保
、
経
費
の
節
減
に
努
め
る

こ
と
に
よ
り
、
経
営
の
健
全
化
を
目
指

し
て
ま
い
り
ま
す
。
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I 資金不足率の公表について I 
平成 30年度決算における流動負債及び流動資産残高比較

流動負債 流動資産

1,015,079 
＜ 

千円 1,046,628千円

特別会計の名称 1 資金不足比率

公立刈田綜合病院事業会計

＝ 資金不足無し

経営健全化基準

20.0% 

（備考）

・資金不足比率＝
資金の不足額

事業の規模

・資金不足額＝（①流動負債十②建設改良費等以外の経費の財源に充てるために

起こした地方債の現在高ー③流動資産） 一④解消可能資金不足額

※算定結果が「△jとなる場合は、資金不足がないことを示します。

※①の額は流動負債から流動負債の企業債を差し引いた額です。

平成28年度決算分で経過措翌が終了したためリース債務利息.sl当合le.:差引かなくなリました。

※②、④額については、当病院には該当額がありません。

・事業の規模＝営業収益の額（医業収益）一受託工事収益の額

※受託工事収益の額については、当病院には該当額があリ ません。
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